
図4-3-10阪 南地区における新築 「戸建て住宅」の階数別の分布

(1991年 ～2003年 に建築されたもの)



図4-3-阪 南 地区 における新 築 「共同住宅」の階数別 の分布

(1991年 ～2003年 に 建築 された もの)



図4-3-12阪 南 地区 における 「事務 所 で店舗 な ど」の新築建物の階数別の分布

(1991年 ～2003年 に 建築 されたもの)



(6)新 築建物 の防火 ・耐火 構造

新築建物 の防火 ・耐火構造 をみ ると(表4-3-5),坤 区の大部 分が準防火地域 に指 定 され てい る

こ ともあ り,準 耐火構 造が66.1%と 最 も多い.防 火構造 は19.4%,耐 火構 造 は14.6%で ある.

住宅形 式別 にみ ると(表4-3-5),新 築戸建て住宅 は,準 耐火構造 が72.2%と 多 く,新 築共 同住

宅 は,耐 火構 造が70.7%と 多い.

(7)新 築戸建て住宅 の建築面積

新築 戸建て住宅 について,そ の建築 面積 をみ る と(表4-3-6),阪 南地 区全体 では,30㎡ 以 上

70㎡ 未満 の ものが多 く,カ テ ゴ リー を10㎡ ごとに区切 る と,40㎡ 以 上50㎡ 未満 が最 も多 く,

全体 の21.5%と なってい る*25.次 いで,50㎡ 以上60㎡ 未満 が16.5%,60㎡ 以 上70㎡ 未満 が16.1%,

30㎡ 以上OO㎡ 未満 が13.9%と なってい る.

町丁 目別 にみ る と(表4-3-6),建 築面積 の構成比率 が,阪 南地 区全体 と比較 して明確 に高い*26

といえ るの は,阪 南町2丁 目の30㎡ 未 満(12.5%),阪 南町3丁 目の60㎡ 以上70㎡ 未満(20.5%),

阪南 町4丁 目の60㎡ 以 上70㎡ 未満(25.6%),60㎡ 以 上70㎡ 未満(16.7%),阪 南町5丁 目の

100㎡ 以上150㎡ 未満(17.0%),150㎡ 以上(4.5%),王 子町2丁 目の30㎡ 以上40㎡ 未満(34.2%),

王子 町3丁 目の30㎡ 以上40㎡ 未 満(44.8%)と なってい る.

この こ とか ら,土 地区画整理 が施行 されて いる阪南町3～5丁 目に比べ,未 施行 の王子 町2～3

丁 目の ほ うが,新 築戸建 て住宅 の建築 面積 が小 さい傾 向にあ ることが わか る.た だ し,土 地 区画

整 理が施行 され てい る阪南町2丁 目にお いて,敷 地面積 が30㎡ 未満 と,非 常 に猿小な ものが多

い こ とか ら,土 地 区画整理 の施行 の有無のみ が,新 築戸建 て住 宅の建築面積 の大 き さに影響 を及

ぼ して いるわけではない ことがわか る.

(8)新 築 戸建て住宅の建築面積 と階数

新築戸建 て住 宅について,建 築面積 と階数 の関係 をみ る と(図4-3-13),建 築面積が90㎡ 未満

で は,基 本 的 に3階 建て以上 の割合 が多 く,8割 前後 を 占めてい る.と くに,建 築面積 が50㎡

未満 の場合は,3階 建 て以上の比率が85%程 度 と高い.一 方,建 築面積 が90㎡ 以上にな ると,3

階建 て以上の比率が6割 以下 にな り,2階 建 ての比率が4割 台 まで 高まる ことがわか る.

(9)新 築戸建 て住宅 の延べ床 面積

新築 戸建て の延べ床面積*27を,カ テ ゴ リー を20㎡ ごとに区切 って集 計す ると,120㎡ 以上140

㎡未満 が17.3%と 最 も多 く,以 下,構 成割合 の高い順 に,100㎡ 以上120㎡ 未満 が15.4%,80

㎡以上100㎡ 未満 が12.4%,140㎡ 以 上160㎡ 未満 が11.7%,60㎡ 以 上80㎡ 未満 が8.4%,180

*25こ れを,敷 地面積に換算すると,建 ぺい率が60%の 場合は,66㎡ ～83㎡ 程度,建 ぺい率が8m%の 場

合は,50㎡ ～63㎡ 程度の敷地面積のものが多いことになる.
*26カ イ2乗 検定(独 立性の検定)の 残差分析で,ほ ぼ5%有 意の差がみられるもの.
*27こ こでの延べ床面積は,建 築面積に階数を乗 じたものであり,1階 部分に駐車場などがある場合も面積

に算入される.逆 に,地 階や屋根裏部屋な どは含まれない.



表4-3-6阪 南地区における新築戸建て住宅の建築面積(1991年 ～2003年 に建築)

表注:表 中のグレー部分は,χ2検 定の残差分析による調整化残差が 「+2」以上の項 日で,

阪南地区全体 と比較 して,比 率が明確に(ほ ぼ5%有 意で)高 いといえる項 目を表す.

図4-3-13阪 南 地区の新築戸建て住宅の建築面積別 にみた階数(1991年 ～2003年 に 建築)



㎡以 上20O㎡ 未満 が6.8%,160㎡ 以上180㎡ 未満 が6.0%と なってい る.

また,カ テ ゴ リー を20㎡ ごとに区切 ってはい ないが,延 べ床 面積 が200㎡ 以上 の新築戸建て

住宅 の割 合 も17.3%と 多い.一 方,延 べ床 面積 が60㎡ 以 下の狭小 な ものは4.8%で ある.

以 上 よ り,新 築戸建 て住 宅の延 べ床 面積 のバ ラツキが大きい ことがわか る.

(10)典 型的な更新事例

阪南地区 にお いて,以 上の更新動向が典型的 にみ られ る街 区 を事例 として,1991年 か ら1999

年 まで,1999年 か ら2003年 までの更新の変遷 を例示す る(図4-3-14).事 例1)は,戦 前長屋 の

個別(戸 別)建 替 えが多 くみ られ る事例で ある.事 例2)は,戦 前長屋の除却 によ り駐車場が増

加 してい る事例 である.

事例1)で は,戦 前長屋 の裏庭 が連続す ることで街 区内部(背 割 り線側)に 存在 してい た空地

面積 が,建 替 えに よって狭 くなっている ことがわか る.ま た,2階 建 ての戦前長屋 が3階 建て の

戸建て住宅 に建 て替わ るこ とによ り,高 さ方 向の圧 迫感 も増 してい る といえる.

事例2)で は,駐 車場 が増加す ることで,密 集性 が緩和 され,ま た,近 隣の駐車場需要 に応 じ

る ことがで きる とい う利点は あるものの,写 真(6)で み るよ うな殺伐 とした景観 を生 み出 してい る.



1)戦 前長屋の個別(戸 別)建 替えが多くみ られる事例

2)戦 前長屋の除却により駐車場が増加 している事例

・図注1:1991年 と1999年 の 図面は ,空 中写真 をもとに,2003年 の 図面は,現 地 目視調査 を

もとに作成 している.

・図注2:図 中 の写真は ,す べて2003年9月 に撮影.

図4-3-14阪 南 地区にお ける典型的な更新事例



4-4第4章 一 結

本節では,第4章 の結びとして,長 屋集積地区の分布 と近年の更新動向ので態をまとめる.

平成15年(2003年)住 宅 ・土地統計調査によると,大 阪市における長屋建て住宅の総戸数は

88,400戸 であ り,大 阪市の住宅総数(1,186,900戸)に 占める長屋建ての比率は7.4%と なってい

る.長 屋建て住宅の総戸数は,年 々減少 しているが,現 在でも,大 阪市には,長 屋建て住宅が集

積す る 「長屋集積地区」が広範に存在 している.

一定の抽出基準を前提にす ると
,大 阪市の建べい地面積あるいは町丁 目総数の約1割 が 「長屋

集積地区」に該当す る.「長屋集積地区」の過半は,道 路などの基盤が未整備の地区であ り,「長

屋集積地区」の多 く(約4分 の3)は,大 阪市の 「防災性向上重点地区」に位置づけられている.

「長屋集積地区」の典型地区(19地 区)の 年齢別人 口構成および近年の人口動態をみると,

地区によって差が大きいが,必ず しも人口が減少 し,高齢者のみが滞留するとい う状況ではなく,

逆に,年 少者人 口が増加 している地区もみられる.

「長屋集積地区」の典型地区(19地 区)の 土地利用の状況をみると,住 居系の土地利用が主

体であり,地 区によって差はあるが,長 屋建て住宅以外に,戸 建て住宅も多く存在する.ま た,

共同住宅の割合が比較的高い地区もある.

「長屋集積地区」の典型地区(7地 区)の 住居系土地利用の分布状況を把握すると,地 区によ

って分布状況に多少差はあるが,長 屋建て住宅,戸 建て住宅が,地 区内に広範に分布 している.

構造は,木 造がほとん どであるが,非 木造も分散 してみられる.ま た,共 同住宅は,小 規模なも

のは地区内に分散 してみ られ,規 模の大きなものは広幅員道路沿いに多くみられる.

さらに,「長屋集積地区」の典型地区(大 阪市阿倍野区阪南地区)の 近年の更新動向を詳細に

みると,道路基盤の整備状況や立地条件に関わらず,近 年新築 された建物が広範に分布 している.

一方
,新 築建物に比べれば数は少ないが,建 物が除却され,駐 車場や空地 として利用されている

土地も広範に分布 している.

「長屋集積地区」の典型地区(大 阪市阿倍野区阪南地区)の 新築建物の住宅形式を棟数単位で

みると,そ の大部分(8割 以上)が 戸建て住宅である.同 様に,新 築建物の階数をみると,3階

建てが7割 程度 と多く,2階 建ては2割 程度 となっている.新 築建物の主流は,3階 建て戸建て

住宅であ り,全 体の6割 以上を占めている.新 築戸建て住宅の約7割 は,準 耐火造である.

新築建物の分布状況を住宅形式別にみると,新 築の戸建て住宅は,地 区内に広範に分布 してい

るが,新 築の共同住宅は,広 幅員道路沿いに立地する傾向がみ られる.

典型的な更新事例 をみると,長 屋の個別(戸 別)建 替え,戸 建て分譲住宅の ミニ開発,長 屋除

却後の駐車場利用が多い.

以上,第4章 では,長 屋集積地区の近年の更新動向を中心に,そ の実態を把握 したが,第5

章では,第3章3-4節 でまとめた長屋再生の動向をふまえ,長 屋集積地区を特徴づける 「戦前長

屋」の耐震改修 を促進することの意義,可 能性,課 題を,多 面的に考察する.



第5章 戦 前 長 屋 の 耐 震 改 修 の 意 義 と課 題

第5章 では,第3章3-4節 でま とめた 「長屋再生」の動 向 と課題 をふまえ,長 屋集積 地区 を特

徴 づける 「戦前長屋」の耐震改修の可能性 に着 目し,長 屋集積 地区の典型地 区(大 阪市福 島 区野

田地区)を 事例 として,現 地調査,建 物調査,ア ンケー ト調査,ヒ ア リング調査,ま ちづ くりワ

ー クシ ョップの開催 な どを通 じて
,戦 前長屋 の耐震 改修 を促進す ることの意義 と課題 を多面的 に

考 察す る.

第5章 の構成 は,以 下の とお りで ある.

5-1事 例地区の概要

5-1-1野 田地 区の概 要

5.1-2市 街化の経緯

5-1-3都 市計画上の規制

5-1-4土 地利用の状況

5-1-5建 物の状況

5-1-6幅 員別にみた道路基盤 の状 況

5-1-7人 口・世帯の状況

5-2ま ちづ くり活動 の展開

5-2-1ま ちづ く り活動 の経緯

5-2-2野 田ま ちづ く りア ンケー ト調査

5-2-3野 田まちづ く り憲章

5-2-4野 田まちづ く りハ ン ドブ ック(ま ちづ くり構想)

5-2-5野 田地 区の魅 力資源

5-3地 震時 に被災危険性の高 い居住者の特性

5-3-1道 路閉塞発生 の危険性

5-3-2ア ンケー ト調査 の概要

5-3-3住 宅形式別 にみ た住宅お よび世帯 の特性

5-3-4住 宅形式別 にみ た道路 閉塞 による被災危険性

5-4戦 前長屋の耐震性能 と補強案の検討

5-4-1調 査 の概要

5-4-2戦 前長屋 の基本的 な構造形式

5-4-3耐 震性能評価 の検討方針

5-4-4対 象建物 の概要

5-4-5耐 震性能評価

5-4-6耐 震補強の方針 と方法

5-4-7耐 震補強の評価 と課題



5-5耐 震改修 に対す る住 民の意 向 と課題

5-5-1ま ちづ く りワー クシ ョップの流れ

5-5-2住 民 と専門家の意見交換

5-5-3参 加住 民の意見 ・感想

5-5-4ま ちづ く りワー クシ ョップの成果 と課題

5-5-5耐 震 改修 を実施 す る うえで の課題

5-6第5章 一結




